
大船渡市議会災害対策会議設置要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、大船渡市議会災害対策会議（以下「災害対策会議」という。）

の設置に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 議長は、次の場合、災害対策会議を設置することができる。 

⑴ 市内で震度６弱以上の地震が発生したとき 

⑵ 三陸沿岸に津波が発生したとき 

⑶ 市内に台風や低気圧による災害が発生し、かつ、拡大の恐れがあるとき 

⑷ 市内に大規模な火災、爆発その他重大な災害が発生したとき 

⑸ 市内に感染症による大きな混乱や経済的損失が生じ、又は感染が拡大する恐れ

があるとき 

⑹ その他議長が必要と認めるとき 

２ 災害対策会議は、大船渡市議会事務局に設置する。ただし、市庁舎が使用できな

いときは、大船渡市災害対策本部（以下「市本部」という。）と協議し、大船渡市

議会業務継続計画（ＢＣＰ）及び大船渡市議会業務継続計画（ＢＣＰ）感染症対応

版（以下「ＢＣＰ」という。）に沿って議長が別に定める。 

３ 議長は、災害対策会議を設置したときは、議員及び市本部に通知するものとする。 

４ 議長に事故あるときは、ＢＣＰに従い副議長等が設置することができる。 

（組織） 

第３条 災害対策会議は、議長、副議長及び議員をもって構成する。 

２ 議長は、災害対策会議を代表し、その事務を統括する。 

３ 副議長は、議長を補佐し、議長に事故あるときはその職務を代理する。 

４ 議長は、議員の参集が困難な場合は、オンライン等による参加を許可する。 

（部会） 

第４条 災害対策会議に、必要に応じて、別表に掲げる部会を置く。 

（所掌事務） 

第５条 災害対策会議は、次に掲げる事務を所掌する。 

⑴ 議員の安否及び健康状態の確認を行うこと。 

⑵ 議員から災害情報を収集・整理し、市本部に提供を行うこと。 

⑶ 市本部から災害情報を収集し、議員に提供を行うこと。 

⑷ 市本部に対し、要望及び提言を行うこと。 

⑸ 国、県、関係機関等に対し、必要に応じて、要望活動を行うこと。 

⑹ その他議長が必要と認める事項に関すること。 

（議会事務局の対応） 

第６条 議会事務局は、市本部から災害情報を収集するとともに、災害対策会議の事

務に当たる。 



（補則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、議長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 25年７月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月 26日から施行する。 

 

別表（第４条関係） 

部会 部会長 副部会長 部会員 所掌事務 

総務部会 総務常任委

員会委員長 

総務常任委

員会副委員

長 

総務常任委

員会委員 

総務常任委員会の所

管に関すること。 

教育福祉部会 教育福祉常

任委員会委

員長 

教育福祉常

任委員会副

委員長 

教育福祉常

任委員会委

員 

教育福祉常任委員会

の所管に関すること。 

産業建設部会 産業建設常

任委員会委

員長 

産業建設常

任委員会副

委員長 

産業建設常

任委員会委

員 

産業建設常任委員会

の所管に関すること。 

 

 


